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■エンタテイメント
■報道
（テレビ、映画、書籍…）

■電子商取引
■遠隔医療・教育
■電子政府・自治体

■パーソナル
（メール、BLOG）
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デジタル化進展後の変化
 

まとめ

1995年-2005年の10年

 間の伸び

コンテンツ産業
の市場規模

5.8%

コンテンツを
生産・流通・消費するツール

 の市場規模

コンテンツの量
（発信情報量）

22.0%

20.9倍
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秘密保護

番組規制
著作権法上の優遇

通信

放送

ハードソフト分離

ハードソフト一致

NTT

NHK
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コンテンツ

プラットフォーム

伝送インフラ

伝送設備

伝送サービス
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通信・放送法制の抜本的再編

情報通信法（仮称）

■現行法制を「縦割り」から「レイヤー構造」へ転換し、世界最先端の法体系へ。
■現在の通信・放送法制を「情報通信法（仮称）」として一本化。

■現行法制を「縦割り」から「レイヤー構造」へ転換し、世界最先端の法体系へ。
■現在の通信・放送法制を「情報通信法（仮称）」として一本化。

【情報の自由な流通】
【ユニバーサルサービスの保障】
【情報通信ネットワークの安全性・信頼性の確保】

基本理念

◆サービス区分の大括り化など、
電波の柔軟な利用を確保
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◆「特別な社会的影響力」に重点を
置いて、コンテンツ規律を再構成

◆オープン性を確保するための規律を、
その必要性も含めて検討

◆通信・放送の伝送サービス
規律を統合

現行法制
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考え方



情報通信ネットワークを用いた「表現の自由」を保障
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コンテンツに関する法体系の在り方

「通信の秘密」

 を保障

【一般メディアサービス

（仮称）】

■原則として現行の放送規

 
制を緩和。

 

【一般メディアサービス

（仮称）】

■原則として現行の放送規

 
制を緩和。

■「違法な情報」

・情報通信ネットワーク上で情報を

 
流通させる全ての者が本来遵守

 
すべき最低限の配慮事項を具体

 
的な刑罰を伴わない形で整備。

 
・行政機関が直接関与しない形で

 
の対応を促進する枠組みを整備。

 ■「有害な情報」
・フィルタリングの提供の在り方等

 
を検討。

 

■「違法な情報」

・情報通信ネットワーク上で情報を

 
流通させる全ての者が本来遵守

 
すべき最低限の配慮事項を具体

 
的な刑罰を伴わない形で整備。

・行政機関が直接関与しない形で

 
の対応を促進する枠組みを整備。

■「有害な情報」
・フィルタリングの提供の在り方等

 
を検討。

特別な社会的影響力を有するもの

公然性を有するもの

（私信など特定

 人間の通信）

特別な社会的影響力を有しないもの

情報通信ネットワークを流通するコンテンツ

公然性を有しないも

 
の

【特別メディアサービス

（仮称）】

■現在の地上テレビ放送に対

 
する規律を原則維持。

 

【特別メディアサービス

（仮称）】

■現在の地上テレビ放送に対

 
する規律を原則維持。

特別な社会的影響力の程度に基づき類型化

「メディアサービス（仮称）」（のコンテンツ）

・現行の放送
・今後登場が期待される放送に類比可能なコンテ

 ンツ配信サービス

 

「メディアサービス（仮称）」（のコンテンツ）

・現行の放送
・今後登場が期待される放送に類比可能なコンテ

 ンツ配信サービス

「特別な社会的影響力」とは、

 
現在の放送が、直接かつ瞬

 
時に、全国の不特定多数の

 
視聴者に対し同報的に情報

 
発信するメディアであること

 
から有する、他の情報通信

 
メディアと比較しても強い社

 
会的影響力。

・「特別な社会的影響力」の程度の判断指標としては、
◆①映像／音声／データといったコンテンツの種別、②画面の精細度といった当該サー

ビスの品質③端末によるアクセスの容易性、④視聴者数、⑤有料・無料の区別
◆市場の寡占性及び当該市場における物理的なボトルネック性の有無及びその程度

などが考えられる。
・類型化の指標は、恣意的な運用を排除するため、可能な限り外形的に判断可能なものとする

 

必要があり、具体的には今後関係者の意見を聴取しつつ検討。

「オープンメディア

 コンテンツ（仮称）」

 ・不特定の者によって受

 信されることを目的とす

 る電気通信の送信

 （ホームページなど）

「オープンメディア

 コンテンツ（仮称）」

・不特定の者によって受

 信されることを目的とす

 る電気通信の送信
（ホームページなど）
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伝送インフラに関する法体系の在り方

電気通信事業法
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託
放
送

事
業
者
規
律

電波法・有線電気通信法

放送法放送法有線テレビジョン有線テレビジョン
放送法放送法

【伝送サービス規律】
・伝送サービス規律を一元化し、柔軟かつ自由な

事業展開を加速。
・公正競争促進・利用者保護に重点対応。

【伝送設備規律】
サービス区分の大括り化・通信放送の区分にとらわれない形

 で利用を進めるための無線局免許制度の見直しなど、制度改

 革を推進。

有
線
放
送
電
話

規
律



●ユビキタス
 

特 区



IT戦略本部

知財戦略本部

文化審議会
著作権分科会

経済産業省
情報大航海

情  
報  
通  
信  
省
？

総務省
情報通信審議会



慶應メディアデザイン研究科（KMD）2008.4開校



デジタルサイネージ

リアルプロジェクト例

デジタルサイネージ・コンソーシアムの事務局機能を務める。
会長

 

中村伊知哉
副会長

 

伊能美和子（NTT）
事務局長

 

江口靖二
会員

 

メーカ、通信、広告、商社、鉄道、コンテンツなど（2008.5時点で会員数69社）
評価指標策定、技術方式標準化、著作権処理ルール、実証実験などの課題に取り組む。

デジタルサイネージ（Digital Signage）は、デジタル技術を使い、タイムリーに映像や情報を表示する次世代型インフォメー

 
ションシステム。
「家の外のメディア」は、看板を中心とした業界だったが、ディスプレイの進化、ブロードバンドの普及に伴い、新しいビジネス

 
領域として注目を集めている。



コンテンツの技術、表現、ビジネス、政策等

 

多角的な論議を行うアカデミックな国際的プラットフォームとしての学会を設立

 
する。

 
産学官のコミュニティ「コンテンツ政策研究会」を母体として2008年秋設立予定。

リアルプロジェクト例

コンテンツ学会

コンテンツ政策研究会
2008.5現在

 

230名
呼びかけ人

今井

 

賢一

 

スタンフォード大学

 

名誉シニアフェロー
岡崎

 

毅

 

東京大学

 

情報学環助教授
岡田

 

眞樹

 

外務省

 

広報文化交流部長
河東

 

哲夫

 

日本政策投資銀行

 

設備投資研究所

 

チーフ・エコノミスト
菊池

 

尚人

 

CANVAS 名誉監事
清原

 

聖子

 

東京大学

 

情報学環助手
金

 

正勲

 

慶應大学

 

デジタルメディア・コンテンツ統合研究機構助教授
白田

 

秀彰

 

法政大学

 

社会学部助教授
杉田

 

定大

 

内閣官房

 

知的財産戦略推進事務局参事官
土屋

 

光弘

 

文部科学省

 

生涯学習政策局情報政策室長
林

 

敏彦

 

放送大学教授
藤原

 

豊

 

経済産業省

 

商務情報政策局政策企画官

幹事
小野打

 

恵

 

国際IT財団

 

主任研究員
田川

 

義博

 

マルチメディ

 

ア振興センター

 

専務理事
土屋

 

大洋

 

慶應大学

 

大学院政策・メディア研究科助教授
中村

 

伊知哉

 

慶應大学メディアデザイン研究科教授
福冨

 

忠和

 

デジタルハリウッド大学教授



ネット安全安心

リアルプロジェクト例

インターネット、モバイル等デジタルメディアの違法・有害情報と青少年の関わりについて、技術面、教育面、制度面から総合

 
的に対応するプロジェクト。
通信、コンテンツ、メーカ、官庁等との連携のもと、青少年とメディアの実態調査、フィルタリングなどの技術開発指針の策定、

 
情報リテラシー教育手法の開発、青少年コンテンツ法制の提案などを行う。



コンテンツの相互流通の実現のイメージ

今後

コンテンツ
プロバイダＡ
(ネット系)

コンテンツ
プロバイダＢ
(ネット系)

コンテンツ
プロバイダＣ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＤ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＥ
(放送系)

様々な受信デバイス

製作

配信

受信

放送放送網網

共通プラットフォーム共通プラットフォーム

通信通信網網

コンテンツ
プロバイダＡ
(ネット系)

コンテンツ

プロバイダＢ
(ネット系）

コンテンツ
プロバイダＣ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＤ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＥ
(放送系)

様々な受信デバイス

製作

配信

受信

放送放送網網

共通プラットフォーム共通プラットフォーム

通信通信網網

現状
コンテンツ

プロバイダＡ
(ネット系)

コンテンツ
プロバイダＢ
(ネット系)

コンテンツ
プロバイダＣ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＤ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＥ

(放送系)
製作

配信

受信

専用

プラットフォーム

専用

プラットフォーム

通信網 放送網

受信デバイス 受信デバイス

コンテンツ
プロバイダＡ
(ネット系)

コンテンツ
プロバイダＢ
(ネット系)

コンテンツ
プロバイダＣ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＤ

(放送系)

コンテンツ
プロバイダＥ

(放送系)
製作

配信

受信

専用

プラットフォーム

専用

プラットフォーム

通信網 放送網

受信デバイス 受信デバイス

現状は通信と放送でプラットフォームが独立して
おり、コンテンツの垂直統合化が定着している。
（相互乗り入れが全く出来ていない）

IPデータキャスト

リアルプロジェクト例

IPによる無線系の通信放送融合実験。
ユビキタス特区の数都市を活用して、モバイル向けIP放送実験などを行うことにより、無線IPのビジネスモデル、技術検証、アプ

 
リケーション開発、標準化戦略などを明らかにする。
NICT「次世代IPネットワーク推進フォーラム利活用部会」と連動し、伝送レイヤ、アプリケーションレイヤ、コンテンツレイヤにまた

 
がる問題を解決していく。
NGN、IPTV、MediaFlo等モバイル放送などの先に広がる、2011年のアナログ放送停波以降の新領域をプロデュース。

通信と放送のプラットフォームを共通化し、ひとつの
コンテンツを通信、放送双方でそのまま利用すること

 

ができる。（相互乗り入れが出来る）



中間法人

 

融合研究所

 

（You Go Lab）

2008.05

国際IT財団が進めてきたデジタル知財プロジェクト、コンテンツ学会、FMP総研などメディア融合関連の事業について、
明確な目的をもってより機動的に遂行するための公益的法人（中間法人）を設立します。
公益法人制度改革に伴い、本年末には一般社団法人となります。

国際IT財団からの移管

プロジェクト

組織

コンテンツ政策研究会

メディア融合研究会

代表理事

 

中村伊知哉（国際IT財団）

理事

 

菊池

 

尚人（慶應義塾大学）
理事

 

石戸奈々子（CANVAS）
監事

 

平田

 

博子（国際IT財団）

設立基金

 

500万円

 

年間予算

 

5000万円
6月6日

 

評議員会/総会

FMP総研

デジモジ

新規

デジタルサイネージ：協議会事務局

コンテンツ学会：事務局

ネット安全安心：慶應DIPPとの連携

IPデータキャスト：NICTとの連携

啓発

融合サロン

セミナー、シンポジウム

コンサルティング

メルマガ

会長

 

調整中（評議員会で決定） 評議員

 

（年会費

 

30万円）

・予算、事業計画策定
・会長及び理事人事

会員

 

（年会費

 

12万円）

・プロジェクトへの参加
・サロン、セミナーへの参加

融合研究所

NPO「CANVAS]DMC/KMD

国際IT財団
メディア融合

に関する
プロジェクト

を移管

・音楽制作者連盟
・コンテンツ学会
・デジタルサイネージ
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